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１．研究計画の概要 

本研究は，郵送調査法の特徴を検討するた
めに，面接調査法とウェブ調査とを比較対象
として検討する。結果の差をもたらす要因と
して次の３つの観点から検討し，社会調査の
企画・設計に資する具体的な経験則を得るこ
とを目的とする。 
(1)面接調査法と比較した場合の回収層・非回
収層の人口統計的属性の違い。 
(2)自記式である郵送調査法・ウェブ調査法と，
調査員が回答を聴取する面接法とで回答結
果の違いを生み出す原因。 
(3)郵送調査法の実施条件として，調査協力に
際し対象者の匿名性を維持する方法と維持
しない方法との間の結果の差。 
 この目的のために，平成 20 年度中に郵送
調査，平成 21 年度中にはウェブ調査を同じ
調査項目について実施し，これらの調査と，
他の機会に取得した面接法，留置法等による
同じ調査項目による調査結果を比較，検討す
る。また(3)の目的のため，平成 20 年度の郵
送調査は二つの条件を設けて実施する。条件
間，調査方法間の比較を考察することによっ
て郵送調査法の特徴を総合的に検討する。 
 
２．研究の進捗状況 

平成 20 年度には，最も主要な検討材料を
取得するための郵送調査（調査Ａ）を実施，
平成 21 年度に同じ調査項目を用いてウェブ
調査（調査Ｄ）を実施した。本科研費による
これらの調査の他に，統計数理研究所が実施
するこれ以外の調査との比較を視野にいれ
て，共通項目を用意した設計になっている。 

要約すると，平成 20 年度郵送調査Ａと 21
年度ウェブ調査Ｄの比較対象として，平成 20

年度中に実施した面接調査 2 件（調査Ｂ：Ａ
と同時期、および調査Ｃ：Ａ，Ｂとは異なる
時期），平成 21 年度取得の留置法による調査
Ｅ（調査Ｄと同時期），登録者集団に対する
郵送調査Ｆ（調査Ｄ，Ｅと同時期）が利用可
能であり，これらの比較分析を総合的におこ
なう必要がある。 
 これらの調査データに関する平成 22 年度
までの分析の進捗は次のように要約される。 
(1)平成 20 年度中に実施した郵送調査の分
析：特に匿名性維持条件と非維持条件で実施
した場合の間の比較（概要の目的(3)に対応） 
 結果に大きな差はなく，条件間の差異は，
対象者の回答の構えに影響を与えるほど大
きな違いになっていない可能性が示唆され
た。相関構造の差の検討を，多母集団解析の
活用により行うことが残された課題である。 
(2) 平成 20 年度郵送調査Ａ，平成 21 年度ウ
ェブ調査Ｄ，及び別途実施の面接調査Ｂ，Ｃ，
留置調査Ｅ，郵送調査Ｆとの結果の比較 
 これらの相互比較はまだ一部しか行って
いないが，郵送調査Ａと面接調査ＢＣの比較
を通じて，面接同士であるＢＣの間の差に比
べると，郵送調査ＡとＢ・Ｃ間の回答分布の
差が大きいことが示されている。 
 その他の調査については，単純な分布の比
較という基礎検討を行い，平成 23 年度（最
終年度）の継続検討に備えている。(1)の分析
と同様に，相関構造の文脈での多母集団解析
が有力な分析方法である。 
 
３．現在までの達成度 

③やや遅れている 
（理由） 
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ェブ調査はほぼ計画通り実施し，個々の調査
の基礎分析も済ませているが，条件間の比較
分析，調査法間の比較分析など，課題の本来
の目的に対する成果公表が不十分となって
いるため。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 解析対象となるデータの取得と基礎分析
を終えたところであり，最終年度に向けて，
特に概要の目的(2)について，調査法間の比
較分析を集中的に行う必要がある。このため
の解析手段として，相関（共分散）構造分析
の文脈での多母集団解析などが有力である。
個々の比較に際してバラバラな分析を行う
のではなく，こうした有力な方法によって統
一的な比較解析を行うことを予定している。
このために平成 22 年度には連携研究者を増
員し，更に 23 年度にも 1 名の連携研究者を
追加予定である。最終年度にはこれらの分析
結果を吟味した上で，郵送調査法の特徴に関
して得られた知見を総合的に考察・整理する。 
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